
死　亡死傷者死　亡死傷者死　亡死傷者増減数 増減率 増減数 増減率
3 153 1 123 0 101 30 24.4% 52 51.5%

01 0 42 0 41 0 34 1 2.4% 8 23.5%
0 7 0 3 0 4 4 133.3% 3 75.0%
0 0 0 0 0 0 0 ±0.0% 0 ±0.0%
0 0 0 2 0 1 -2 -100.0% -1 -100.0%
0 2 0 2 0 2 0 0.0% 0 0.0%
0 1 0 5 0 0 -4 -80.0% 1 ＋∞%
0 1 0 2 0 3 -1 -50.0% -2 -66.7%
0 0 0 0 0 0 0 ±0.0% 0 ±0.0%
0 7 0 3 0 3 4 133.3% 4 133.3%
0 7 0 5 0 2 2 40.0% 5 250.0%
0 3 0 2 0 3 1 50.0% 0 0.0%
0 0 0 1 0 1 -1 -100.0% -1 -100.0%
0 4 0 4 0 3 0 0.0% 1 33.3%
0 0 0 2 0 4 -2 -100.0% -4 -100.0%
0 2 0 2 0 4 0 0.0% -2 -50.0%
0 3 0 2 0 1 1 50.0% 2 200.0%
0 0 0 0 0 0 0 ±0.0% 0 ±0.0%
0 5 0 6 0 3 -1 -16.7% 2 66.7%

02 0 0 0 0 0 0 0 ±0.0% 0 ±0.0%
0 0 0 0 0 0 0 ±0.0% 0 ±0.0%
0 0 0 0 0 0 0 ±0.0% 0 ±0.0%

03 2 27 0 15 0 9 12 80.0% 18 200.0%
1 7 0 6 0 5 1 16.7% 2 40.0%
1 15 0 4 0 2 11 275.0% 13 650.0%
0 5 0 5 0 2 0 0.0% 3 150.0%

04 0 19 0 14 0 18 5 35.7% 1 5.6%
0 0 0 0 0 0 0 ±0.0% 0 ±0.0%
0 0 0 0 0 0 0 ±0.0% 0 ±0.0%
0 19 0 14 0 18 5 35.7% 1 5.6%
0 0 0 0 0 0 0 ±0.0% 0 ±0.0%

05 0 0 0 0 0 1 0 ±0.0% -1 -100.0%
06 0 4 0 0 0 2 4 ＋∞% 2 100.0%
07 0 4 0 2 0 2 2 100.0% 2 100.0%

1 57 1 51 0 35 6 11.8% 22 62.9%
08 1 26 0 19 0 16 7 36.8% 10 62.5%
09 0 1 0 0 0 1 1 ＋∞% 0 0.0%
10 0 0 0 0 0 0 0 ±0.0% 0 ±0.0%
11 0 4 0 2 0 0 2 100.0% 4 ＋∞%
12 0 1 0 2 0 0 -1 -50.0% 1 ＋∞%
13 0 6 0 11 0 9 -5 -45.5% -3 -33.3%
14 0 10 1 10 0 7 0 0.0% 3 42.9%
15 0 5 0 5 0 2 0 0.0% 3 150.0%
16 0 0 0 0 0 0 0 ±0.0% 0 ±0.0%
17 0 4 0 2 0 0 2 100.0% 4 ＋∞%

死　亡死傷者死　亡死傷者死　亡死傷者増減数 死傷者 増減数 増減率
0 25 0 28 0 28 -3 -10.7% -3 -10.7%
2 11 0 8 0 4 3 37.5% 7 175.0%

※本統計は、休業４日以上の労働者死傷病報告による。

令和２年労働災害発生状況
（令和２年１月１日から令和２年12月31日まで）

須賀川労働基準監督署

平成29年 対平成29年比対前年比

土 石 採 取 業
そ の 他 の 鉱 業

清 掃 ・ と 畜 業
接 客 娯 楽 業
保 健 衛 生 業
教 育 ・ 研 究 業
通 信 業

建 設 業 小 計

運 輸 交 通 業 小 計

上 記 以 外 の 第 三 次 産 業 小 計
商 業
金 融 広 告 業

土 木 工 事 業
建 築 工 事 業

全産業のうち
全産業のうち

「転倒」災害
「交通事故（道路）」災害

そ の 他 の 事 業

上記のうち下記の「事故の型」

道 路 旅 客 運 送 業
道 路 貨 物 運 送 業
上 記 以 外 の 運 輸 交 通 業
貨 物 取 扱 業

非 鉄 金 属 製 造 業
金 属 製 品 製 造 業
一 般 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

そ の 他 の 建 設 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業
そ の 他 の 製 造 業
鉱 業 小 計

令和元年令和2年 平成29年 対平成29年比対前年比

官 公 署

映 画 ・ 演 劇 業

鉄 道 ・ 軌 道 ・ 水 運 ・ 航 空 業

農 林 業
畜 産 ・ 水 産 業

パ ル プ ・ 紙 ・ 加 工 品 製 造 業
印 刷 製 本 業
化 学 工 業
窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業
鉄 鋼 業

【参考】

年度・程度別 令和元年

製 造 業 小 計
全 産 業 合 計
業種別

令和２年

電 気 機 械 器 具 製 造 業

食 料 品 製 造 業
繊 維 工 業
繊 維 製 品 製 造 業
木 材 ・ 木 製 品 製 造 業
家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

確定値

①死亡災害の撲滅

②平成29年と比較して、令和４年までに休業４日以上の労働災害による負傷者数を５％以上減少
（※２）（※１）平成30年４月１日～令和５年３月31日の５か年計画 （※２）平成29年：101件 → 令和４年：95件（△5.9％）

１ 第１３次労働災害防止計画（※１）における目標

２ 年別労働災害発生状況等の推移
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